
伊達市公共施設等総合管理計画 概要版 2023（令和５）年３月改訂 

第１章 公共施設等総合管理計画の概要 
（１）公共施設等総合管理計画策定の背景と目的 

本市が所有する公共施設等について、老朽化の状況

や利用状況を把握し、財政状況や人口の動向を踏まえ

たうえで、維持管理・更新・長寿命化などを計画的に

行っていくための中長期的な方針として「伊達市公共

施設等総合管理計画」を策定するものです。 

 

（２）公共施設等総合管理計画の位置づけ 

本計画は「インフラ長寿命化基本計画」（2013 年（平

成 25 年）11 月 29 日インフラ老朽化対策の推進に関

する関係省庁連絡会議決定）において、地方公共団体

に対し策定が要請された「インフラ長寿命化計画（行

動計画）」に該当する計画です。 

 

■計画の関連図 

 

（３）対象となる公共施設等の範囲と計画期間 

 

■公共施設等の分類 

施設分類 主な施設 

建
築
物
系
施
設 

1 庁舎等 庁舎、伊達市消防・防災センター など 

2 子育て・福祉関連施設 放課後児童クラブ、保育所 など 

3 地域会館関連施設 コミュニティセンター、集会所 など 

4 産業振興関連施設 ワークプラザ、観光物産館 など 

5 住宅 市営住宅 

6 社会教育施設 カルチャーセンター、図書館、 など 

7 スポーツ施設 まなびの里、総合体育館、武道館 など 

8 学校 小学校、中学校、義務教育学校 

9 給食センター だて歴史の杜食育センター など 

10 その他 職員・教職員住宅 など 

イ
ン
フ
ラ
系
施
設 

1 道路 市道・自転車歩行者専用道路 

2 橋りょう 橋りょう 

3 河川 河川 

4 上水道 管路 

5 下水道 管路 

6 公園 公園 

 

本計画の計画期間は、2016 年度（平成 28 年度）か

ら 2025 年度（令和７年度）までの 10 年間とします。 

第２章 公共施設を取り巻く環境 
（１）将来の人口 現状と予測 

本市における総人口の目標値を 2040年（令和22年）

時点で 26,894 人、2060 年（令和 42 年）時点で 20,460

人としています。 

 

（２）歳入の状況 

本市における一般会計の歳入の状況は、例年、総額

180～190 億円程度で推移しており、2021 年度（令和

３年度）における歳入総額は約 214.2 億円となりまし

た。今後、歳入の大幅な増加は期待できず、これまで

と同程度の財源を確保できるか不透明な状況となっ

ています。 

（３）歳出の状況 

本市における一般会計の歳出の状況は、例年、総額

180 億円前後で推移しており、2021 年度（令和３年度）

における歳出総額は約 201.4 億円となりまた。 

扶助費については、今後、少子高齢化の更なる進

展により、歳出に占める割合が増加すると見込まれ

ています。 

公共施設関連について、投資的経費は年度によっ

て増減があり、2021 年度（令和３年度）は 17.3 億

円、維持補修費は３億円前後で推移し、2021 年度

（令和３年度）は 3.2 億円となりました。 

 



■本市の建築物系施設の所有状況 
施設分類 施設数 延床面積（㎡） 割合 

人口一人当たり 
延床面積（㎡） 

1 庁舎等 7 17,081.20 7.8% 0.52  

2 子育て・福祉関連施設 12 7,637.57 3.5% 0.23  

3 地域会館関連施設 28 9,193.82 4.2% 0.28  

4 産業振興関連施設 7 12,858.48 5.9% 0.39  

5 住宅 22 69,481.63 31.8% 2.12  

6 社会教育施設 8 12,816.82 5.9% 0.39  

7 スポーツ施設 9 13,880.73 6.4% 0.42  

8 学校 10 42,226.30 19.3% 1.29  

9 給食センター 1 3,301.35 1.5% 0.10  

10 その他 54 29,918.41 13.7% 0.91  

計 158 218,396.31 100.0% 6.65  

 

（４）耐震化の状況 

現行の耐震基準（新耐震基準）は、1981 年（昭和 56

年）に改正され、導入されたものです。新耐震基準は、

大規模の地震（震度６強から震度７程度）に対しては、

人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害が生じない

ことを目標としたものになっています。本市において

は、旧耐震基準の 1981 年（昭和 56 年）までに建築さ

れた建物が、24.1％を占めています。約４分１の建物

が旧耐震規準による建築構造となっており、耐震化や

長寿命化など、計画的な対策を考える必要があります。

■資産別の有形固定資産減価償却率 

施設分類 
再取得価額 

(千円） 
減価償却累計額 

（千円） 
有形固定資産減価償却率 

庁舎等 6,832,480 5,175,864 75.8% 

子育て・福祉関連施設 2,520,398 1,116,503 44.3% 

地域会館関連施設 3,677,528 2,401,881 65.3% 

産業振興関連施設 5,143,392 2,922,474 56.8% 

住宅 19,454,856 10,116,257 52.0% 

社会教育施設 5,126,728 2,921,984 57.0% 

スポーツ施設 4,997,063 2,036,337 40.8% 

学校 13,934,679 11,125,949 79.8% 

給食センター 1,089,446 174,311 16.0% 

その他 10,770,628 9,589,328 89.0% 

計 73,547,197 47,580,888 64.7% 

 

■建築物系施設のコスト状況 

施設分類 施設数 

平均維持 
管理 

コスト 
(千円） 

平均事業 
運営 

コスト 
（千円） 

コスト合計 
（千円） 

1 施設当 
たりの 

平均コスト
（千円） 

庁舎等 7 151,064 24,869 175,932 25,133 

子育て・福祉関連施設 12 2,428 194,982 197,411 16,451 

地域会館関連施設 28 7,860 43,153 51,013 1,822 

産業振興関連施設 7 94,002 122,929 216,931 30,990 

住宅 22 18,961 2,818 21,778 990 

社会教育施設 8 132,842 325,707 458,550 57,391 

スポーツ施設 9 7,401 136,826 144,227 16,025 

学校 10 50,598 91,327 141,924 14,192 

給食センター 1 170,610 52,991 223,601 223,601 

その他 54 13,542 72,703 86,245 1,597 

計 158 649,307 1,068,304 1,717,611 10,871 

 

資産分類別の施設の状況やインフラ系施設の状況

については本編をご確認ください。 

第３章 本市施設更新の基本方針 
（１）本市の公共施設等の課題 

①公共施設等の修繕・更新等への対応 

健全な財政運営を維持するためには、改修・更新・

除却等にかかる費用を全体的に抑制するとともに平

準化させることが必要であり、今後は、中長期的な視

点による計画的・戦略的な公共施設等の整備更新、最

適化の取り組みを行う必要があります。 

また、公共施設等の情報を一元管理し、より効率的

な管理・運営を推進していくための組織体制の構築が

課題となります。 

②人口減少・少子高齢化社会への対応 

本市の将来人口は、2015 年（平成 27 年）時点の

34,995 人から、2040 年（令和 22 年）時点で 26,894

人、2060 年（令和 42 年）時点で 20,460 人を目標と

していますが、減少傾向であることは変わりありませ

ん。そのため、人口減少・少子高齢化に伴う市民のニ

ーズの変化に対応した、適正な公共施設等の総量規模

や配置（統廃合、更新時のコンパクト化など）を検討

していく必要があります。 

③逼迫する財政状況への対応 

厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理・運営に

かかる費用を縮減し、なおかつ機能の維持を図ってい

くことが大きな課題となります。

 また、多様化する市民ニーズに対応するため民間企

業との連携や、市民との協働も視野に入れながら、事

業の効率化、施設の統廃合や複合化の取り組み、維持

管理費の削減など、全庁的な公共施設マネジメントに

取り組む必要があります。 

 

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

新たな施設整備や更新については必要最低限行う

こととし、その際は、施設の複合化、集約化、民間活

力の活用等、効果的・効率的な方法を検討し、あわせ

て、ユニバーサルデザイン化、脱炭素化をはじめとし

た環境への配慮等、時代の要求に対応した取り組みを

推進していきます。 

また、ファシリティマネジメントの考え方に基づい

て、本市が所有する全ての財産を経営資源と捉え、計

画的な予防保全による長寿命化、既存施設や土地等の

効率的な活用による維持管理経費の縮減、未利用財産

の売却処分等による歳入確保等、公共施設等の総合的

な利活用を推進し、財政負担の軽減を図りながら市民

が必要とする行政サービスの維持向上を目指します。 

公共施設等の管理に関する方針などは、以下の項目

となり、詳細は本編をご確認ください。  



■公共施設等の管理に関する方針などの項目 

①個別施設計画との連動 

②点検・診断等の実施方針 

③維持管理・修繕・更新等の実施方針 

④安全確保の実施方針 

⑤耐震化の実施方針 

⑥長寿命化の実施方針 

⑦効率的な施設運営 

⑧ユニバーサルデザイン化の推進方針 

⑨脱炭素化の推進方針 

⑩統合や廃止の推進方針 

⑪数値目標の設定 

⑫地方公会計（固定資産台帳等）の活用 

⑬保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に

関する基本方針 

⑭広域連携 

⑮各種計画及び国管理施設との連携 

⑯総合的かつ計画的な管理を実現するための体制

の構築方針 

⑰実施した対策の実績 

■建築物系施設全体の延床面積の目標値 

50 年間で、建築物系施設全体の延床面積を 15％減

とする。（2018 年 12 月末対比） 

 

■実施した対策の実績 
年度 施設名 対策内容 

2016 
（H28） 

旭町改良住宅 外壁、屋根、内部の改修 
カルチャーセンター トイレの改修、大ホール音響設備の更新 

ひまわり保育所 保育所の建替え 

2017 
（H29） 

舟岡改良住宅 外壁、屋根の改修 

市内小・中学校 アスベスト対策に係る改修 
伊達小学校 暖房設備の改修 

2018 
（H30） 

舟岡団地 外壁、屋根の改修 
東小学校 暖房設備の改修 

伊達小学校 体育館の改築工事 

2019 
（R1） 

長和団地 外壁、屋根の改修 

ほのぼの団地 屋上の防水、雁木の塗装工事 
東小学校 校舎の長寿命化 

防災センター 
空調設備更新、発電機設置、暖房用電源
配線整備 

2020 
（R2） 

本庁舎、消防・防災センター 一部の照明器具の LED 化 
B&G 海洋センター 建物の解体 

光陵中学校 照明設備・トイレ・暖房設備の改修工事 

伊達小学校 校舎の建替え 
東小学校 校舎の長寿命化 

大滝総合支所 
外壁、屋根、内部、照明、トイレ、暖房
設備等の改修 

2021 
（R3） 

長和団地 外壁、屋根の改修 
伊達小学校 校舎の建替え 

東小学校 校舎の長寿命化 

2022 
（R4） 

有珠生活館 有珠生活館の建替え 

カルチャーセンター 北側のバルコニーの改修 
まなびの里サッカー場屋内
運動場 

陸屋根、外壁の改修 

伊達小学校 校舎の建替え 
優徳農村公園コミュニティ
施設 

外壁、屋根、内部の改修 

旧大滝中学校 外壁、屋根、内部の改修 

 

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本方針と財政効果 
（１）建築物系施設及びインフラ系施設の管理に 

関する基本方針 

本編では、施設分類ごとに施設の方針を定めていま

す。詳細は本編をご確認ください。 

 

（２）公共施設等の将来の資産更新必要額と個別 

施設計画の財政効果 

①建築物系施設～伊達市公共施設等総合管理計画 個別施設計画より 

2019 年度（令和元年度）時点から今後 50 年間の

期間で試算した結果、建築物系施設全体として長寿

命化対策等により、単純更新（耐用年数で建替え）

よりも約 156.1 億円の経費節減が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

②道路～市道舗装の個別施設計画より 

2018 年度（平成 30 年度）から 2027 年度（令和９

年度）までの 10 年間の舗装補修計画の概算費用を算

出しています。10 年間における概算費用合計は、約４

億円となります。 

 

③橋りょう～伊達市橋梁長寿命化修繕計画より 

60 年間の投資額累計は、大規模修繕・更新において

は約 260 億円の予算が必要となるのに対し、予防保全

においては約 80 億円となり、コスト縮減として約 180

億円が見込まれます。 

 

④水道～伊達市の水道事業におけるアセットマネジメントより 

更新優先度を考慮した場合の更新需要は、2053

年（令和 35 年）までに約 103.7 億円の費用が見込

まれ、１年度当たりの事業費は約 2.4 億円となり、

法定耐用年数で更新した場合の事業費と比較する

と約 24 億円（18.7％）の事業費削減となります。 

№ 分類 

①長寿命化後の費用 ② 単 純 更

新 時 の 費

用（耐用年

数で建替） 

長 寿 命 化

対 策 等 の

効果額 

（①-②） 

修繕費用 

（ 2015 ～

2017 年 実

績平均） 

計 
大規模 

改修費用 
建替費用 

1 庁舎等 65.1 33.8 31.3 54.0 11.1 0.01 

2 子育て・福祉関連施設 26.2 15.4 10.8 30.1 △3.9 0.01 

3 地域会館関連施設 33.1 19.9 13.1 40.2 △7.2 0.09 

4 産業振興関連施設 69.1 31.5 37.6 51.7 17.4 0.06 

5 住宅 0.0 0.0 0.0 95.8 △95.8 0.08 

6 社会教育施設 55.6 31.3 24.3 63.0 △7.5 0.03 

7 
スポーツ施設 

（旧名：体育施設） 
9.9 8.4 1.5 19.8 △9.9 0.00 

8 学校 150.7 58.1 92.6 171.6 △20.9 0.45 

9 給食センター 5.6 5.6 0.0 12.5 △6.9 0.00 

10 その他 32.9 12.9 20.0 65.4 △32.5 0.19 

総計 448.2 217.0 231.2 604.3 △156.1 0.93 

 



⑤下水道～伊達市下水道ストックマネジメント計画より 

今後 100 年間で約 486.2 億円の費用がかかる見

通しで、１年度当たりの事業費は約 4.9 億円、期間

中で約 472.4 億円コスト縮減することが出来ます。 

 

⑥公園～伊達市公園施設長寿命化計画より 

2018 年度（平成 30 年度）から 2027 年度（令和

９年度）までの 10 年間の更新費用等の概算費用を

算出しています。10年間における概算費用合計は、

約 8.3 億円となります。

（３）充当可能な地方債・基金等の財源について 

の考え方 

充当可能な財源見込みとして、公共施設等整備基金

等を活用していきます。地方債については交付税措置

率の高いものを中心に活用していく考えです。 

交付税措置率の高い地方債は時限付きのものが多

いため見通しが難しいですが、現段階で活用できるも

のは最大限活用していきます。今後も活用可能な交付

税措置等が出てくれば活用に向けて積極的な検討を

行う考えです。 

第５章 公共施設マネジメントの実行体制 
（１）推進体制 

公共施設マネジメントの推進にあたっては、全ての

公共建築物を一元的に情報管理し、各施設等の所管課

をはじめ建設部や企画財政部との連携や情報の共有

をし、財政計画や公共施設等の状況等を総合的に判断

して、計画的に公共施設等の管理に取り組んでいくも

のとします。 

また、インフラ系施設については、専門的な技術や

ノウハウの蓄積がある、それぞれの所管課において公

共施設マネジメントを推進していきます。 

今後、総合管理計画の方針や本計画における各施設

の方向性に基づき、個別施設ごとに具体的な取り組み

を行いますが、事務的な整理や整備手法などの検討、

具体的な対策の実施にあたっては、対象施設に関連す

る市民・施設利用者・関係団体等との協議を行い、十

分な調整と合意形成を図りながら進めます。 

また、長寿命化や複合施設化、予防・維持保全の推

進を行う施設については、それぞれ修繕（改修）計画

を策定し、実際の事業実施に際しては、財政状況との

整合性を図り財政負担の平準化を図ります。 

 

（２）全庁的な取り組み体制の構築及び情報管

理・共有方策 

「新しい公会計」の視点により、固定資産台帳等の

整備を進めていく中で、保有する公共施設等の情報を

一元管理する体制を整え、システム等の活用により庁

内の情報共有を図ります。 

これらの一元化された情報を基に連携調整を図り、

事業の優先順位を判断しながら、持続可能な施設整

備・運営管理を行います。 

（３）市民等との協働 

公共施設のあり方を検討する際には、「伊達市市民

参加条例」に基づき市ホームページやパブリックコメ

ントを活用した情報発信など、市民からの意見・要望

を採り入れながら、公共施設マネジメントを推進しま

す。 

 

（４）PDCA サイクルの確立 

本計画は公共施設マネジメントに PDCA サイクル

を採り入れ、常時、Plan（計画）➡Do（実行）➡Check

（評価）➡Action（改善）を意識することにより、計

画自体を継続的に改善していきます。 

施設所管課は、本計画に基づいて施設ごとに再編計

画や保全計画を作成し、PDCA を繰り返し、施設ごと

に効果の検証と課題等を庁内推進委員会に報告しま

す。委員会では本計画の進行状況をまとめ、内容の検

討を繰り返すことにより、適正な計画へと見直しを行

います。 

本計画の改訂を伴う場合は、必要に応じてパブリッ

クコメントを行い、議会への報告、市広報紙等への掲

載を行います。 

 

■PDCA サイクル 

 

 

 

課題について具体的な 

改善対策の検討 

各計画について実行 実行した計画内容について

現状を把握し、課題の 

洗い出しを行う 

Plan 

計画 

Do 

実行 

Action 

改善 

Check 

評価 

Ａ  Ｐ 

Ｃ  Ｄ 

各計画についても PDCA サイクルにより

計画の評価、課題について改善を繰り返

し、適宜上位計画に反映させる 

・公共施設等総合管理計画 

・公園施設長寿命化計画 

・橋梁長寿命化修繕計画 

・個別施設計画 など 

 

効果の検証や課題に 

ついて報告する 


